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１ 計画策定の趣旨 

本計画は，伊奈町及び谷和原村の１町１村が，合併を通じて新しい市を建設

していくための将来構想とそれを実現するために根幹となる事業の概要を示す

ものです。 

合併後，この計画に基づく施策・事業を効果的に推進することで，新市の速

やかな一体性の確立と地域の魅力を高めるまちづくり，さらに地域の均衡ある

発展と住民福祉の向上を図ることをめざすものです。 

 

２ 計画の位置づけと構成 

この計画は，市町村の合併の特例に関する法律（以下「合併特例法」という。）

に基づき，本合併協議会が策定するものです。なお，計画の変更については新

市が行います。 

また，合併特例法に基づく様々な財政的支援措置を受けるための前提となる

計画でもあります。 

この計画は次の４つの項目から構成されています。 

① 新市建設の基本方針（将来構想） 

② 新市建設の根幹となる事業に関する事項（新市の主要事業） 

③ 公共的施設の統合整備に関する事項 

④ 財政計画 

 

３ 計画の区域と範囲 

この計画の区域は，新市が実施主体となる施策・事業を計画対象範囲としま

す。 

また，広域的な視点からの配慮を十分行うものとし，県事業についても明示

するとともに，計画的に誘導することの可能な施策・事業を含めた計画としま

す。 

 

４ 計画の期間 

この計画の期間は，合併の年度及びそれに続く１５か年度とします。 
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第 2 章 新市の概況 
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１ 位置と地勢 

新市は，茨城県の南部，都心から 40ｋｍ圏に位置しており，東はつくば市，

西と北は常総市，南は取手市と守谷市にそれぞれ接しています。 

南北は約 12 ㎞，東西約 10 ㎞の広がりを持ち，面積は，79.14km２です。標高

は約５～２５ｍで，気候は，太平洋型の気候であり，四季を通じて穏やかです。 

新市には鬼怒川，小貝川という２大河川が流れており，小貝川沿いの低地部

は広大な水田地帯となっています。東部や西部は丘陵地となっており，集落や

畑地，平地林が広がっていますが，住宅団地や工業団地，ゴルフ場なども造成

され，近郊整備地帯 1として都市機能の強化も図られています。 

道路体系は，新市の西側を南北に国道 294 号，北部に国道 354 号，ほぼ中央

には常磐自動車道が整備され，谷和原 ICが設置されています。また，つくば市

方面や守谷市，取手市，坂東市，野田市方面と連絡する主要地方道や一般県道

があります。さらに，つくばエクスプレス沿いの都市軸道路が一部供用開始す

るなど，広域道路網の整備が進んでいます。 

鉄道については，南北に関東鉄道常総線が走り，取手方面と下妻・下館方面

を結んでいます。また，平成 17年 8月につくばエクスプレスが開業し，新市に

設置されたみらい平駅から東京秋葉原駅まで最速で 40 分，つくば駅までは 12

分で結ばれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
1 近郊整備地帯：首都圏整備法に基づき国土交通省が指定している区域の一つ。ほかには既成市街地と都市開発

区域がある。近郊整備地帯は，東京及び隣接する枢要な都市を含む既成市街地の周辺で，その無秩序な市街地化

を防止するため，計画的に市街地を整備し，あわせて緑地を保全する必要がある区域とされている。 
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２ １町１村の性格 

 

（１）伊奈町 
伊奈町は，小貝川流域に米どころとして知られた田園地帯が広がり，丘陵地

においては，４か所のゴルフ場があります。現在は,メディアパークシティ整備

事業 2が進められるなど，都心に近いこととつくば市に隣接していることから，

レクリエーションや産業集積など多様な都市機能の充実が図られています。 

また，つくばエクスプレスの開業に合わせた丘陵地の住宅開発も進められて

います。 

 

（２）谷和原村   
谷和原村は，村の中央部に広がる美しい田園地帯と東部及び西部の丘陵地か

らなっています。西部の丘陵地は常磐自動車道谷和原ＩＣが設置されるととも

に，常総ニュータウン開発等が進められてきました。小絹駅周辺は常総ニュー

タウンをはじめとして首都圏の住宅供給の役割を果たしています。 

また，東部の丘陵地においても，つくばエクスプレスの開業に合わせた住宅

開発が進められています。 

 

 

                                                  
2 メディアパークシティ整備事業：茨城県が伊奈町の丘陵地で進めている事業で，マルチメディア，情報関連産

業を集積させ，世界に情報発信する都市の創造をめざすプロジェクトのこと。なお，マルチメディアとは，文字，

音声，静止画，動画などの情報伝達手段を複合的に扱うこと。または，それを実現する機器やソフトウェア，シ

ステム等のことである。 
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３ 人口の動向 

新市の人口は，平成 22 年 10 月１日現在 44,461 人です。伊奈町は昭和 40 年

代後半から昭和 50年代前半にかけて大きく増加しています。谷和原村では，平

成２年までは緩やかな増加傾向でしたが，平成２年から７年にかけては常総ニ

ュータウンの入居が本格化したことから大きく伸びています。 

また平成 12年から平成 17年にかけては減少していますが，その後平成 17年

８月のつくばエクスプレス開業とともにみらい平駅周辺地区への入居が開始し

たことから増加しています。 

人口の推移                                  単位：人 

区 分 昭和 45 年 昭和 50 年 昭和 55 年 昭和 60 年 平成２年 平成７年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 

伊 奈 町  11,171  15,250  22,207  25,280  26,604  26,265  25,569  24,656  

谷和原村 9,901  10,152  10,710  11,496  11,933  14,230  14,963  15,518  

新   市         44,461  

計 21,072 25,402 32,917 36,776 38,537 40,495 40,532 40,174 44,461 

資料：各年国勢調査。 

 
平成 22年国勢調査による年齢別人口によると，新市の年少人口は 13.4％であ

り，茨城県平均の 13.5％とほぼ同率となっております。 

また，老年人口は，21.7％であり，茨城県平均の 22.5％より低くなっていま

す。 

 
年齢別人口の状況                                            単位：人，％ 

区 分 総 数 
年少人口（0～14 歳） 生産年齢人口（１5～64 歳）  老年人口（65歳以上） 

人数 構成比（％） 人数 構成比（％） 人数 構成比（％） 

新   市 44,461 5,940  13.4 28,846  64.9 9,656  21.7 

茨 城 県  2,969,770 399,638  13.5 1,891,701  64.0 665,065  22.5 

資料：平成 22 年国勢調査 
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４ 関連計画や周辺状況 

（１）第５次首都圏基本計画 

第５次首都圏基本計画 3（平成 11年度～27年度）の中で，新市を含む地域は，

東京都市圏における近郊地域に位置づけられています。 

近郊地域は，就業の場を強く東京中心部に依存した東京の通勤圏となってい

る地域であり，長時間通勤等の問題を解決するためには，この地域において業

務，商業，文化，居住等の諸機能がバランスよく配置された自立性の高い地域

の形成を推進する必要があるとされています。 

近郊地域には，環状方向に拠点都市群が形成されていますが，東京都市圏北

部にある川越市，熊谷市，さいたま市，春日部市・越谷市，柏市，土浦市・つ

くば市・牛久市を中心とする地域は，都市機能集積の水準や拠点都市相互の連

携が不十分であることが指摘されています。そこで，広域連携拠点 4として重点

的に育成・整備することが示されています。 

新市は，環状方向の拠点都市群である柏市と土浦市・つくば市・牛久市を中

心とする地域に挟まれた位置にあります。また，常磐自動車道やつくばエクス

プレスなど，都心からの放射状交通体系と交差する位置にあります。 

こうしたことから，国際性，科学技術関連の高度な集積を特色とした業務核

都市 5を補完する役割や，豊かな自然をいかし，ゆとりと潤いのある職住近接型

の居住環境づくりを推進する役割が期待されます。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

                                                  
3 第５次首都圏基本計画：首都圏整備法に基づき策定されたもので，首都圏（東京都，埼玉県，千葉県，神奈川

県，茨城県，栃木県，群馬県及び山梨県）の整備に関する基本的・総合的に策定された計画。平成 11 年３月に決

定。 
 
4 広域連携拠点：第５次首都圏基本計画において計画された「分散型ネットワーク構造」（首都圏の各地域が拠

点的な都市を中心に自立性の高い地域を形成し，相互の機能分担と連携・交流を行う構造）を実現するために位

置づけたもの。都市としての諸機能の集積が高く，広域的中心性を有する業務核都市（土浦・つくば・牛久，柏，

成田など），関東北部・内陸西部地域の中核都市圏（水戸や宇都宮など）について，全国的，首都圏全域にわたる

広域的な機能を担い連携・交流の要となる「広域連携拠点」としてその育成・整備を図ることとされている。 
 
5 業務核都市：1985 年の国土庁「首都改造計画」において，東京都心部への一極依存構造に代わり，多核多圏域

型の地域構造を形成するための圏域として構想された「自立都市圏」の核として位置づけられた都市。多極分散

型国土形成促進法に基づき，業務施設集積の受け皿となる業務核都市として承認されると，その中核的施設につ

いては，税制面や融資などにおいて優遇措置が受けられる。 
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（２）茨城県総合計画「いきいき いばらき 生活大県プラン」 

平成 23年 4月に策定された茨城県総合計画では，新市は県南ゾーンに位置付

けされています。 

県南ゾーンでは，ＪＲ常磐線の東京駅乗り入れやつくばエクスプレスの東京

延伸の促進等により，東京圏との交流拡大を図るとともに，「つくばスタイル 6」

のＰＲによるイメージアップや市街地の活性化，鉄道駅や高速道路インターチ

ェンジの拠点を活かした新市街地の整備促進などにより，自然と都市が調和し

た住みよい魅力的な生活環境づくりを進めることとしています。 

 

 

（３）第五次常総地方広域市町村圏計画 

平成 29年度を目標に策定された第五次常総地方広域市町村圏計画は，新市の

ほか，常総市，取手市，守谷市を加えた，４市の計画であり，「自然と文化が調

和した活気あふれる圏域」をめざしています。 

土地利用体系としては，新市は「田園環境の保全と新市街地との調和」を図

ることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
6つくばスタイル：充実した都市機能，豊かな自然，科学のまちならではの知的な環境，これらの魅力をあわせて

愉しみながら，自分の希望に合わせて，住み，働き，学び，遊ぶライフスタイルのことです。 
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第 3 章 合併の必要性と新市建設の課題 
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１ 合併の必要性 

（１）生活圏拡大への対応 
１町１村は，交通網の整備の中で周辺市町村とのつながりを強めています。

特に通勤・通学では，東京都及び千葉県との結びつきが強まっています。 

さらに，交通網の整備などにより買い物や余暇，医療などにおいても，生活

行動が広域化しています。 

こうした住民の日常生活行動の傾向を踏まえ，広域的な観点から共通する課

題に対応した交通網整備などを進めることが必要となります。 

 
（２）地方分権の対応 

地方分権は，福祉やまちづくりなど住民に最も身近な行政を市町村が行える

よう国の機関や県から市町村に権限を移譲することです。 

地方分権が進み，国や県から市町村に権限が移譲されると，新たな事務の発

生や専門的な行政判断を求められる機会が増大します。そのため，専門的な知

識や資格を有する職員を確保するとともに，あらたに育成するなど地方分権に

対応する体制づくりが必要になります。 

 

（３）少子高齢社会への対応 
１町１村の年少人口（０～14 歳）は平成２年には 19.7％でしたが，平成 12

年には 14.6％となっています。10年間に約 1,600人，減少率は 22％と顕著な少

子化傾向を示しています。 

老年人口（65 歳以上）は，平成２年には 11.6％でしたが平成 12年には 16.1％

となり急速な高齢化が進行しています。 

少子高齢化に対しては，保健・医療や福祉の分野ばかりでなく，教育や産業

分野も含めた高度で多様な行政サービスが求められています。子供や高齢者が

暮らしやすい環境づくりを進めるとともに，子育て世代にとって魅力あるまち

づくりなどを展開するためには，行政規模のメリットをいかした組織づくりや

行財政基盤の強化を図る必要があります。 

 
（４）財政基盤の強化 

日本経済は一部に明るさが見られるものの，景気低迷の影響は大きく，国や

地方の財政は非常に厳しい状態にあります。特に地方交付税や国からの補助

金・負担金などが国の構造改革により削減されています。 

しかし，複雑多岐にわたる住民ニーズへの対応，国際化や高度情報化に対応

したまちづくり，利便性や快適環境の創造といった新しいまちづくりの課題に

対応するためには，財政基盤の強化が必要になります。 
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２ 公共施設などの整備状況 

１町１村の公共施設の整備状況をみると，福祉施設や生涯学習施設，スポー

ツ施設などにおいて，それぞれ町村ごとに特色ある施設が整備されています。

新市において，それぞれが役割を分担しながら相互に補完しあう運営が求めら

れます。 

 

（１）保健・福祉施設 

１町１村にはそれぞれ保健センターが整備され，各種検診や健康づくり事業

で活用されています。伊奈町には，１町１村では唯一の町立のデイサービスセ

ンターがあり，大浴場やトレーニング室も備えた総合福祉施設「きらくやまふ

れあいの丘」の「すこやか福祉館」があります。谷和原村の保健福祉センター

「やわらぎ」は，健康増進室を備え，住民の健康づくりに活用されています。 

また，特別養護老人ホームなどの介護保険関連施設が両町村に整備されてい

ます。 

保育所は，全体で７か所となりますがうち６か所は公設の保育所で，１か所

は民間施設によるものです。 

 
（２）生涯学習施設 

１町１村の生涯学習施設としては，それぞれに公民館があり，また，伊奈町

には，総合福祉施設「きらくやまふれあいの丘」に生涯学習機能を併せ持つ「世

代ふれあいの館」があり，ホールは各種イベントの開催に活用されています。 

図書館は，伊奈町に整備されており,また，谷和原村の小絹コミュニティセン

ターには，図書室が整備されています。 

 

（３）スポーツ・レクリエーション施設 
スポーツ・レクリエーション施設としては，伊奈町に体育館や野球場を備え

た総合運動公園が，谷和原村には野球場を備えた運動公園があり，住民のスポ

ーツ活動の拠点となっています。 

 
（４）学校施設 

１町１村には町村立の小学校１０校，中学校４校，また，県立の高校１校，

養護学校１校があります。小・中学校については，耐震化が課題となっていま

すが，大規模改造や改築を終えた学校もあります。 

幼稚園は全体で４園あり，公立の幼稚園は，伊奈町に２園，谷和原村に１園

整備されています。 

 

（５）その他特色ある施設 

伊奈町に，茨城県が進めているメディアパークシティ整備事業の先導事業と

して第３セクターが整備した「ワープステーション江戸」があり，時代劇の映

画・テレビドラマなどで活用されています。 
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３ 住民アンケート結果 

（１）調査の概要 
新市建設計画の策定に当たっては，住民アンケートを実施し，住民の意向を

新市建設計画に反映させることといたしました。 
  調査は，１８歳以上の住民２，５００人を対象とした「一般住民調査」と中学

生全員を対象とした「中学生調査」です。 
  回収率は，「一般住民調査」が 52.7％，「中学生調査」が 93.6％でした。 
 
（２）合併に対する期待や不安 
①合併に対する期待 

合併した場合，新市に期待する効果については，一般住民調査では，「広域的

な視点で道路や公共施設等を整備」が 43.7％で最も高く，次いで「財政が強化

でき，効率的な行政を進める」が 26.6％で続いています。 

一方，中学生調査では，「ショッピングセンター等ができ，便利になる」が

62.7％で，特に高くなっています。次いで「公共交通が充実し，利用しやすく

なる」や「公共施設等の利用が活発になる」が続いています。 

[一般住民調査]      [中学生調査] 
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地域のイメージや知名度の 
向上           

新たな行政需要に独自の施 
策を実施する       

その他          

無回答          

スポーツ・文化施設等の有効 

62.7 
27.5 

22.2 

21.4 

20.3 

11.7 

5.9 

1.5 

2.9 

2.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 
ショッピングセンター等ができ 
、便利になる         
公共交通が充実し，利用しやす 
くなる             
公共施設等の利用が活発になる 

安全に通行できる道路ができる 

大イベントが開催され，有名になる 

通信網が充実し、情報が得やす 
くなる            
高等学校や大学などが誘致され 
る              
工場等が増えて産業が活発にな 
る              

その他            

無回答            
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②合併に対する不安 

合併した場合の不安については，一般住民調査では，「税金等が高くなり，負

担が増える」が 58.4％で，最も高くなっています。次いで，「役所が遠くなり，

不便になる」や「中心と周辺地域で格差が生じる」さらに「きめ細やかなサー

ビスが受けにくくなる」がともに３割程度です。 

中学生調査では，「旧町村名がなくなり，郷土意識が薄れる」が 46.5％で最も

高くなっています。次いで，「税金等が高くなり,負担が増える」が 33.8％で続

いています。 

 
[一般住民調査]          [中学生調査] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

58.4 

29.4 

28.2 

27.8 

11.6 

6.3 

4.0 

3.8 

4.3 

3.8 

1.5 

0.0 20.0 40.0 60.0 
税金等が高くなり、負担が増え 
る              
役所が遠くなり、不便になる  

中心と周辺地域で格差が生じる 

くくなる           
きめ細やかなサービスが受けに 

旧町村名称がなくなり郷土意識 
が薄れる          
連帯感が薄れ地域社会の形成が 
難しくなる              

特に心配はない          

文化や伝統など地域性が失われ 

れにくくなる         
議員数が減少し，意見が反映さ        

その他            

無回答            

る              

46.5 

33.8 

27.6 

12.0 

9.6 

9.0 

6.1 

1.6 

10.9 

4.6 

1.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 
旧町村名がなくなり、郷土意識 
が薄れる          

文化や伝統が失われる     

税金等が高くなり、負担が増え 
る              

中心以外の周りの地域が寂しく 
なる             

地域のまとまりが難しくなる  

役所が遠くなり不便になる   

きめ細やかなサービスを受けに 
くくなる           
議員が減り、意見が伝わりにく 
くなる            

特に心配はない        

その他            

無回答            
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（注）●加重平均による得点化の考え方 

Ａ：「大変満足」の回答数 ×２点  Ｂ：「やや満足」の回答数 ×１点 
Ｃ：「やや不満」の回答数 ×－１点 Ｄ：「大変不満」の回答数 ×－２点 
Ｅ：「どちらともいえない」の回答数 ×０点 

（Ａ×２＋Ｂ×１）－（Ｃ×１＋Ｄ×２）＋Ｅ×０ 
*（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） 

＊回答者総数から「無回答」を除いた数となる。 

（３）生活環境評価 
一般住民調査において，現在居住している生活環境について，どのように感

じているか，加重平均値を用い分析を行いました。（注参照） 

その結果，全体として満足度が高い項目は，「上水道の整備」や「ゴミ収集サ

ービス」，次いで「し尿処理サービス」，「自然環境の保全」が比較的高くなって

います。 

その一方で，全体として最も不満が高い項目は「鉄道やバスなど交通機関の

整備」があげられています。また，「商工業の振興」や「観光の振興」について

も，比較的不満が高い項目になっています。 

   [一般住民調査] 

-0.68

-0.52

-0.51

-0.4

-0.38

-0.37

-0.29

-0.24

-0.24

-0.23

-0.23

-0.16

-0.14

-0.09

-0.08

-0.02

0.05

0.08

0.32

0.38

-1 -0.5 0 0.5 1

鉄道やバスなど交通機関の整備

商工業の振興

観光の振興

幹線道路や生活道路の整備

地域の安全確保

情報通信基盤の整備

下水道の整備

公園の整備・緑化の推進

スポーツや余暇活動の振興

農林業の振興

地域活動・住民参加の促進

福祉に関するサービス

生涯学習や文化の振興

保健・健康・医療の充実

住宅の整備

学校教育の充実

自然環境の保全

し尿処理サービス

ゴミ収集サービス

上水道の整備
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（４）合併後のまちづくりの方向 
合併後，将来的に望む新市のまちづくりは，一般住民調査では「道路等が整

備され生活基盤が充実したまち」が 48.8％で，最も高くなっています。 

次いで，「高齢者などが安心して暮らせる福祉のまち」が 42.9％，「健康増進

を推進する健やかなまち」が 39.8％で続いています。 

中学生調査では，「川や緑があって，自然を大切にするまち」が 52.3％で最も

高くなっています。次いで「地域のお祭り，スポーツ活動が盛んなまち」が 36.8％，

「災害，犯罪のない安全なまち」が 32.8％で続いています。 

 

[一般住民調査]               [中学生調査] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

48.8 

42.9 

39.8 

29.9 

25.6 

22.2 

21.2 

15.8 

11.0 

6.3 

5.2 

4.6 

3.8 

2.3 

1.4 

1.6 

0.0 20.0 40.0 60.0 
道路等が整備され生活基盤が充 
実したまち          
高齢者などが安心して暮らせる 
福祉のまち          
健康増進を推進する健やかなま 
ち              

災害、犯罪のない安全なまち  

子どもたちが地域で健全に育つ 
まち             
産業が活発で、働く場に恵まれ 
たまち            

緑豊かな自然を大切にするまち 

各種行政サービスが高度化され 
たまち            
ごみ減量やリサイクル活動に取 
り組むまち          
史跡や文化財など伝統文化を活 
かしたまち          
文化活動やスポーツ活動等が盛    

ボランティア活動等が盛んなま 
んなまち           

観光や交流の盛んなまち 

ち              

国際交流に積極的に取り組むま 
ち              

その他            

無回答            

52.3 

36.8 

32.8 

23.0 

17.0 

16.7 

14.6 

11.9 

11.7 

10.1 

8.6 

4.8 

4.5 

4.5 

3.9 

2.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 

川や緑があって、自然を大切 
にするまち         
地域のお祭り、スポーツ活動 
が盛んなまち        

災害、犯罪のない安全なまち 

道路等が整備されて、生活し 
やすいまち         

安心して暮らせる福祉のまち   

観光や交流が盛んなまち 

歴史や文化財など伝統と文化 
のあるまち         
情報やサービスをすぐに受け 
られるまち        
ごみ減量やリサイクル活動に 
取り組むまち         
病院等が充実している健康な 
まち            
子どもたちが地域で健康に育 
つまち           
産業が活発で、働く場所が多 
いまち           
積極的に国際交流に取り組む 
まち            
ボランティア活動が盛んなま 
ち             

その他           

無回答           
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（５）合併後の新市の施策要望 
 

１町１村が合併した後，特に重点的に取り組んで欲しい施策・事業について

は，「福祉に関するサービス」が 40.5％で，最も高くなっています。次いで，「保

健・健康・医療の充実」が 40.0％であり，その差はわずかです。 

さらに，「幹線道路や生活道路の整備」が 38.3％，バス等交通機関の整備が

35.4%，防犯,防災,交通安全等が 33.5％，下水道の整備が 32.6％と続いていま

す。 

先の「合併後のまちづくりの方向」では，将来的に望むまちづくりとして，

生活基盤が充実し，安心して暮らせるまちとなっており，新市の取り組む具体

的施策としても，福祉や保健・医療，道路整備や交通機関の整備が望まれてい

ます。 

 
[一般住民調査] 

1.9

0.9

2.4

3.6

4.3

4.3

6.4

7.8

9.0

9.9

9.9

10.6

11.7

15.1

18.2

22.8

32.6

33.5

35.4

38.3

40.0

40.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

無回答

その他

し尿処理サービス

観光の振興

地域活動・住民参加など

住宅の整備

上水道の整備

スポーツや余暇活動の振興

農業の振興

情報通信基盤の整備

ゴミ収集サービス

生涯学習や文化の振興

公園の整備・緑化の推進

商工業の振興

自然環境の保全

学校教育の充実

下水道の整備

防犯，防災，交通安全等

バス等交通機関の整備

幹線道路や生活道路の整備

保健・健康・医療の充実

福祉に関するサービス
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４ 新市建設に向けた主要課題 

１町１村の現況や合併の必要性，住民意向を踏まえ，新市建設に向けた主要

課題を設定します。 

（１）新市の骨格形成と利便性向上：都市基盤整備 
１町１村は，茨城県の東京方面からの玄関口にあたる地域であり，生活行動

圏域としてもつくば方面や千葉・東京方面との結びつきが強いという共通の特

徴があります。 

こうしたことから，首都圏中央連絡自動車道や都市軸道路などの広域幹線道

路整備を促進するとともに，つくば市や千葉方面と連絡する道路の整備が必要

です。 

また，新市としての一体性を図るための道路計画が必要になります。生活道

路については，地域の実情に対応した整備が課題となっています。 

公共交通については，つくばエクスプレスの開業が間近となる中で，みらい

平駅の利用をはじめとした利便性確保などの取り組みが課題です。 

 

（２）安全で潤いのあるまちづくり：身近な生活環境整備 
住民アンケートでは，地域の安全や下水道など身近な生活環境の整備に対す

る要望があります。 

そのため，防災・防犯・交通安全などの対策を進めるとともに，公共下水道

やごみ処理などの生活環境整備対策が重要です。また，公園・緑地の整備，水

と緑豊かで潤いのある環境の保全・創造などに取り組む必要があります。 

 
（３）やすらぎのまちづくり：保健・医療・福祉の充実 

すべての住民が安心して生活できることはまちづくりの基本であり，合併後

も重要な課題です。要介護状態になることを予防する取り組みや，たとえ要介

護状態になっても人間としての尊厳が保てる生活をおくれることが重要です。 

こうした視点から，高齢者福祉や障害者福祉，保健・医療の充実が必要です。

さらに，若い世代にも魅力あるまちとなるためには，子育て支援などの少子化

対策を重視する必要があります。  

 
（４）学び合いのまちづくり：教育・文化・スポーツ 

１町１村は，それぞれ独自の文化活動があり，今後は新市としての文化活動

の交流を進め，互いの歴史や文化を学び合うことが必要です。 

学校施設については，宅地開発に伴う整備の関係から建設時期が異なってい

るため，今後は，耐震性の向上や地域の均衡ある発展を図るための整備が必要

です。 

また，通学区域については，それぞれの地域性にも配慮した総合的な検討が

必要です。 

さらに，新市としての文化・スポーツ・レクリエーション拠点は，現有施設

の有効利用や役割分担を含め，そのあり方を検討する必要があります。 
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（５）活力ある産業を育てるまちづくり：産業・経済 
１町１村は，つくば市と東京の間にあり，広域連携拠点都市にも近接してい

ます。 

農業については，基盤整備などによる生産性の向上や，大消費地に近いとい

う利便性をいかせる取り組みが必要です。 

商業では，周辺の大型商業施設との競合に対応する必要があります。 

工業振興や新産業分野では，広域道路網の整備やつくばエクスプレス開業，

研究開発機能に近いという立地性をいかした企業誘致が課題です。 

観光では，緑豊かで手近な観光スポットとしてのネットワーク化を図ると共

に，そのＰＲにはフィルムコミッション（ＦＣ）7の活動を有効に活用すること

が必要です。 

 
（６）住民が主役のまちづくり：コミュニティ・住民自治 

住民の生活圏が広域化し，行政のサービスエリアが大きくなる一方で，住民

サービスはよりきめ細かな対応が必要です。そのため，公共的なサービスばか

りではなく，住民主体のサービスや行政との共同事業による柔軟なサービス提

供などが課題となります。 

こうした取り組みは，住民の生活実感における必要性から出発するものであ

り，住民が主役のまちづくりです。具体的には行政と住民の協働事業のルール

作りやＮＰＯ8等への支援，男女共同参画などの取り組みを通し，継続性の高い

住民事業を育成することが必要です。 

 
（７）成果重視の行財政運営：行財政 

市町村合併によって，各町村が行ってきた行政施策について，成果重視の効

率的運営を工夫する必要があります。また，厳しい財政状況の中で，行政組織

の再編強化を図るとともに，専門職員の確保・育成や組織体制にふさわしい人

材の育成，電子自治体の構築，効率的行財政運営を進めることが重要です。 

                                                  
7 フィルムコミッション（ＦＣ）：映画，テレビドラマ，CM などのあらゆるジャンルのロケーシ

ョン撮影を誘致し，実際のロケをスムーズに進めるための非営利公的機関です。 
8 ＮＰＯ：Non-Profit 0rganization の略で，ボランティア団体や市民活動団体等の「非営利組織」

を広く指します。株式会社などの営利企業とは違って，「利益追求のためではなく，社会的な使命

の実現を目指して活動する組織や団体」のことです。 
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第 4 章 主要指標の見通し 
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１ 総人口の推計 

新市の総人口は，コーホート要因法による推計によると,つくばエクスプレス

開業に伴う，伊奈･谷和原丘陵部地区への新規入居などにより，平成 32年には，

54,548 人となることが予測され，平成 22 年に比べ約 10,100 人が増加すると見

込まれます。 

 

■人口の動向と推計                    単位：人 
区  分 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 

新  市 40,495 40,532 40,174 44,461 49,339 54,548 

注１：平成 22 年までは現況。平成 27 年以降は推計値。 
注２：人口の推計に当たっては，コーホート要因法により推計。 
 

２ 世帯数の推計 

新市の世帯数は，核家族化や一人暮らし世帯など，多様な世帯形態が増えて

いる傾向があることから，今後も増加すると見込まれます。 

逆に，核家族化や一人暮らし世帯などの増加に伴い，一世帯あたりの人員は

減少傾向にあります。 

その結果，平成 32 年の世帯数は，22,084 世帯，一世帯の人員は 2.47 人にな

ると見込まれます。 

 

■世帯数の動向と推計          単位：人，世帯，人/世帯 

区  分 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 

総人口 40,495  40,532 40,174 44,461 49,339 54,548 

世帯数 11,195  11,975  12,563 15,273 18,274 22,084 

一世帯あたり人員 3.62  3.38  3.20 2.91 2,70 2.47 

注１：平成 22 年までは現況。平成 27 年以降は推計値。 
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３ 年齢別人口の推計 

年齢別人口をみると，年少人口は，みらい平駅周辺地区の新規入居者が比較

的子育て世代の方が多いことから増加すると見込まれます。 

また，高齢者人口も急増することが見込まれ，平成 32年には人口の約４人に

１人が 65歳以上の高齢者になると見込まれます。 

■年齢別人口の動向と推計          単位：人 

区  分 平成７年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 平成 32年 

総人口 40,495  40,532 40,174 44,461 49,339 54,548 

年少人口 6,534  5,906  5,428 5,940 6,868 8,228 

構成比（％） 16.1 14.6 13.5 13.4 13.9 15.1 

生産年齢人口 28,479  28,079  27,024 28,846 30,498 33,107 

構成比（％） 70.3 69.3 67.3 64.9 61.8 60.7 

老年人口 5,482  6,543  7,722 9,656 11,972 13,214 

構成比（％） 13.5 16.1 19.2 21.7 24.3 24.2 

注１：平成 22 年までは現況。平成 27 年以降は推計値。 
 

４ 産業別就業者数の推計 

就業者数は，総人口の増加傾向にもあることから，今後とも増加が見込まれ

ます。 

第１次産業就業者数は，すでに高齢化していることから今後とも減少傾向に

あります。第２次・第３次産業の就業者数は増加が見込まれます。 

■産業別就業者数の動向と推計      単位：人，％ 

区  分 平成７年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 平成 32年 

総人口 40,495 40,532 40,174 44,461 49,339 54,548 

就業者数 21,001 20,970 20,493 21,972 24,810 27,342 

就業者割合(%) 51.9 51.7 51.0 49.4 50.3 50.1 

第 1 次 
産 業 

人数 1,802 1,435 1,199 970 672 441 

割合(%) 8.6 6.8 5.9 4.4 2.7 1.6 

第 2 次 
産 業 

人数 8,182 7,824 6,750 6,275 7,614 8,485 

割合(%) 39.0 37.3 32.9 28.6 30.7 31.0 

第 3 次 
産 業 

人数 10,979 11,488 12,374 13,618 16,524 18,415 

割合(%) 52.3 54.8 60.4 62.0 66.6 67.4 

注１：平成 22 年までは現況。平成 27 年以降は推計値。 
注２：就業者数は，総人口に対する就業率を一時回帰式で推計して算定。第 1 次就業人口は，年齢別農 

業従事者のうち 75 歳以上を順次合計から除外した。新規就農者数は５歳階級ごとに５人を見込 
んでいる。第２次及び第３次産業就業人口は２次産業の２・３次産業に対する割合の直近データ 
（平成 22 年）を使って推計し，残りを第 3 次産業就業人口とした。 

注３：四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。 
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１ 新市の将来像 

（１）基本理念 
 

①環境共生型まちづくり（うるおい・安全） 

 

②安心して暮らせるまちづくり（やすらぎ・ふれあい） 

 

③地域の魅力をいかしたまちづくり（活力・創造・文化） 

 
     
（２）将来都市像 

 

活力に満ちた うるおいとやすらぎのまち 

 

首都圏の近郊整備地帯として，新しいまちを創造する活力，活発な住民活動

の活力があり，水と緑に囲まれた環境の下で，誰もが安心して暮らせるようユ

ニバーサルデザイン 9なども視野に入れた「安心・安全なまちづくり」の実現を

めざします。 

 

２ 新市建設の基本方針 

（１）都市基盤の整備 
新市は，茨城県の東京方面からの玄関口として，首都圏中央連絡自動車道や

都市軸道路などの広域幹線道路整備を促進します。また，つくば市や千葉方面

と連絡する主要地方道や新市としての一体性を図るための道路整備，生活道路

の整備を進めます。 

公共交通については，みらい平駅の利用をはじめ，新市の一体性の確保と住

民交流を図るためのバスなどの運行をめざします。 

 

（２）生活環境の整備 
防災・防犯・交通安全などの対策や，公共下水道，ごみ処理などの生活環境

対策を進めます。 

鬼怒川，小貝川などの水と緑の環境をいかした，公園・緑地の整備， 水と緑

豊かで潤いのある環境の保全・創造を進めます。 

                                                  
9 ユニバーサルデザイン：すべての人のデザインということで，男女や障害者，外国人など，そ

れぞれの違いを超えて，すべての人が暮らしやすいように，まちづくり，ものづくり，環境作り

などを行っていこうとする考え方。 
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（３）保健・医療・福祉の充実 
すべての住民が安心して生活できることをまちづくりの基本として，高齢者

福祉や障害者福祉の充実，健康づくりや保健・医療対策の推進，子育て支援な

どの少子化対策の推進を図ります。 

 

（４）教育・文化・スポーツ 
新市としての文化活動の交流を進め，互いの歴史や文化を学び合う機会を提

供します。 

学校施設については，耐震性を高めるとともに地域の均衡ある発展を図るた

めの整備を進めます。通学区域については，通学距離や地域性に配慮した検討

を行います。 

また，文化・スポーツ・レクリエーション拠点施設については，現有施設の

有効利用や役割分担を含め，そのあり方を検討します。 

 

（５）産業・経済 
農業については，大消費地に近いという利便性をいかせるよう，ブランド化

や直販体制の強化などを支援します。 

商業については，商業機能の強化や，商業施設の立地誘導を促進します。  

工業振興や新産業の分野では，広域道路網の整備やつくばエクスプレスの開

業，研究開発機能に近いといった都市イメージをいかし，メディアパークシテ

ィ整備事業の実現を県に要請するとともに，情報関連産業をはじめとした企業

誘致を進めます。 

観光では，歴史・文化資源を有効に活用しながら，観光スポットとしてのネ

ットワーク化を図ります。 

観光ＰＲ手段として，フィルムコミッション（ＦＣ）の活動を有効に活用しま

す。 

 

（６）コミュニティ・住民自治 
住民が主役のまちづくりとして，行政と住民の協働事業のルール作りやＮＰ

Ｏ等への支援，男女共同参画などを推進します。 

 

（７）行財政運営 
行政評価制度 10の確立により成果重視の行財政運営の定着化を図ります。また，

厳しい財政状況の中で，職員の適正配置，職員給与の適正化及び行政組織の適

正化を図るとともに，専門職員の確保・育成や組織体制にふさわしい人材の育

成，電子自治体の構築などを通して，効率的行財政運営を進めます。 

                                                  
10 行政評価制度：行政が市民に提供している様々なサービスについて，具体的な数値目標をたて

て取り組み，成果を客観的に評価して，その結果を次の計画や事業の選択，サービスの改善など

に反映させることで，行政サービスの継続的な向上を図る，という仕組みです。 

 

22 23



 
 

 

３ 地域別整備方針（土地利用構想） 

（１）新市拠点の整備 

新市は２つの拠点となる市街地を中心に，それぞれの機能分担によるネット

ワークの形成を進めます。 

みらい平駅周辺は，新市のニュータウンとして，居住機能を中心に，業務商

業系を含めた複合市街地とします。 

小絹駅周辺の市街地は，常磐自動車道谷和原ＩＣ周辺も含め，居住･流通･業

務の拠点とし，また，交通拠点としての機能強化を図ります。 

 

（２）地域拠点の整備（サブ拠点） 

地域拠点については，谷井田地区，勘兵衛新田地区の市街地を想定し，居住，

商業機能の強化を促進します。 

   
（３）産業ゾーンの形成 

産業ゾーンについては，メディアパークシティ整備事業の推進や谷和原北部

の工業基盤の整備を見込みます。 

 
（４）スポーツ・レクリエーションゾーン 

スポーツ・レクリエーションゾーンとしては，運動公園や丘陵地のゴルフ場

などを想定します。 

 
（５）大規模土地利用型農業ゾーン 

小貝川沿いの水田地帯などについては，土地利用型農業ゾーンとして生産性

の向上を図りながら，優良農地としての保全活用に努めます。 

 

（６）環境保全ゾーン 

牛久沼周辺や福岡堰・岡堰周辺などについては,潤いある水辺環境として，保

全・活用に努めます。 

 

（７）集落・緑地環境ゾーン 

平地林や畑地，集落などがある丘陵地については，集落・緑地環境ゾーンと

して，集落環境の整備に努めるとともに，緑豊かな潤いある環境を保全・活用

します。 

 

（８）幹線道路の整備 

幹線道路としては，広域幹線道路や地域幹線道路を位置づけます。 
広域幹線道路は新市と他の地域を結び，新市の産業活動や住民生活の利便性

向上に期待できる道路を想定し，整備促進を図ります。 
地域幹線道路については，新市での住民の速やかな移動を促進し，公共施設

等の有効活用が図れるなど，新市の一体性を高めるための道路を想定します。 
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（９）公共交通網の整備 

公共交通網の整備では，新市の連携を高めるためのコミュニティバスの運行

や谷和原 IC周辺整備（高速バスターミナル）を進めます。 
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１ 新市建設の体系 

１町１村が，合併後速やかな一体性の確立と地域の魅力あるまちづくり，均衡あ

る発展，住民福祉の向上を図るため，新市建設の基本方針に基づき，「活力に満

ちた うるおいとやすらぎのまち」の実現に向けて，各種の施策を総合的か

つ計画的に推進する必要があります。 

このため，次のような体系により施策の展開を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 
 
 
 

（２）生活環境の整備 

―安全で潤いのあるまちづくりー 
①環境に配慮したまちづくり 

②公園・緑地の整備 

③消防・防災対策 

④防犯・交通安全対策 

⑤上水道の整備 

⑥公共下水道・農業集落排水施設等の整備 

⑦ごみ処理対策 

⑧住宅環境対策 

 
（３）保健・医療・福祉の充実 

―やすらぎのまちづくりー 
①高齢者福祉 

②障害者福祉 

③子育て支援 

④地域福祉 

⑤社会保障 

⑥健康づくり 

⑦医療 

 

（４）教育・文化・スポーツ 

―学び合いのまちづくり― 

①就学前教育 

②義務教育 

③大学等高等教育 

④生涯学習 

⑤スポーツ・レクリエーション 

⑥文化振興 

⑦青少年の育成 

 

（５）産業・経済 

―活力ある産業を育てるまちづくりー 
①農業 

②工業 

③情報・メディア産業 

④商業 

⑤観光 

 

（６）コミュニティ・住民自治 

―住民が主役のまちづくりー 
①住民活動への支援 

②広報・広聴 

③男女共同参画の推進 

④地域交流・国際交流 

 

（７）行財政運営 
―成果重視の行財政運営― 

①行財政運営 

②広域行政 

 

（１）都市基盤の整備 

―新市の骨格形成と利便性向上― 

①計画的な土地利用の推進 

②道路の整備 

③公共交通の整備 

④新市拠点・地域拠点の整備 

⑤河川等の整備 

⑥情報通信基盤 
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２ 分野別主要事業 

（１）都市基盤の整備 
【基本方向】 

 首都圏における近郊整備地帯として，水と緑の環境保全に配慮しながら計

画的な土地利用を進めます。 

 広域幹線道路の整備を促進するとともに，近接する業務核都市との連携を

強化するための道路整備，新市としての一体性を図るための都市計画道路

等の整備，さらに，生活の利便性と安全を確保するための生活道路の整備

を進めます。 

 新市の一体性の確保と住民交流を図るため，鉄道やバスなど公共交通の利

便性の確保に努めます。 

 新市拠点地域については，市街地の整備と活性化対策を進めながら都市機

能の強化を図ります。また，地域拠点については，生活道路等の整備を進

めるとともに商業機能などの強化に努めます。 

 水害を防止するための河川等の整備を進めます。 

 新市の魅力を高めるために情報通信基盤の整備を促進します。 

 

【施策の体系】 
（１）都市基盤の整備 

―新市の骨格形成と利便性向上― 
  

計画的な土地利用の推進 
  

       道路の整備 
   
       公共交通の整備 
   
       新市拠点・地域拠点の整備 
   
       河川等の整備 
   
       情報通信基盤 
   

 

【施策の方針】 

①計画的な土地利用の推進 

計画的な市街地の整備と緑地の保全を進めるため，土地利用に関する情報の集

積と活用に努めます。また，都市計画マスタープランなど新市の一体的な整備に

関する計画づくりを進め，計画的な開発・整備や土地利用に関する適正な規制・

誘導を進めます。 

 

②道路の整備 

新市としての一体性の確保と広域的な道路ネットワークの充実を図るため，首

都圏中央連絡自動車道の整備を促進するとともに，県道などの幹線道路の整備を

促進します。 
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また，これらを補完する都市計画道路等の整備については，関係機関と協議し

ながら整備を進めます。 

生活道路については，市民生活の基盤として計画的な整備に努めます。 

 

③公共交通の整備 

つくばエクスプレスの開業に合わせ，みらい平駅の利便性の確保に努めます。 

また，住民の交流と市内の移動の円滑化を促進するため，コミュニティバス等

の運行を進めます。 

さらに，高速交通網との連携をいかした公共交通のネットワークを形成するた

め，谷和原ＩＣの周辺整備を進めます。 

 

④新市拠点・地域拠点の整備 

新市の拠点となるみらい平駅周辺市街地，小絹駅周辺市街地については，道路

等都市基盤の整備を促進し，魅力あふれる市街地形成をめざします。 

サブ拠点となる市街地については，住宅系市街地として生活基盤となる道路等

の整備を図るとともに，生活拠点として商業機能等の強化を促進します。 

 

⑤河川等の整備 

水害時に市民の安全を確保するため，新市内河川等の改修を促進し，防災機能

の強化に努めます。 

また，福岡堰，岡堰周辺などについては，水辺環境に配慮した整備事業を促進

し，安全で親しみやすい河川環境の創造を図ります。 

 

⑥情報通信基盤整備 

高度情報化社会における環境を等しく享受でき，産業の立地や居住地としての

魅力向上を図るため，つくばスマートコリドール構想 11の推進を図りながら，情

報通信基盤の整備を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
11 つくばスマートコリドール構想：つくばエクスプレス沿線地域で進められている新たなまちづくり

について，ＩＴを戦略的に活用することにより，地域の付加価値を高め，人口の集積や企業立地を促

進し，未来型の情報都市を形成しようとする取り組みのこと。県や沿線市町村，民間の通信事業者や

ＩＴ関連企業が参加してつくばスマートコリドール推進協議会を設置している。 
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【主な事業】 

施策名 主要事業の概要 

計画的な土地利用の推進 ○ 地籍調査事業 

道路の整備 

○ 新市拠点連絡道路の整備 

○ 都市計画道路の整備 

○ 生活道路の整備 

公共交通の整備 

○ 谷和原 IC 周辺整備（パークアンドバスライドの整備） 

○ コミュニティバス等の運行 

○ みらい平駅前駐車場，駐輪場の整備促進 

新市拠点・地域拠点の整備 ○ コミュニティ施設の整備 

河川等の整備 
○ 青木古川（旧河川）整備 

○ 導水路等の整備 

情報通信基盤 
○ 情報通信基盤の整備促進 

○ 情報提供システムの整備 

 

【県事業】 

施策名 主要事業の概要 

道路の整備 

○ 主要地方道つくば野田線の整備 

○ 主要地方道取手つくば線バイパス整備 

○ 主要地方道野田牛久線バイパス整備 

新市拠点・地域拠点の整備 ○ 伊奈・谷和原丘陵部一体型特定土地区画整理事業 

河川等の整備 ○ 中通川河川改修事業 

情報通信基盤 ○ つくばスマートコリドール構想の推進 
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（２）生活環境の整備 
【基本方向】 

 鬼怒川，小貝川，牛久沼などの水辺環境，台地部に残る里山など水と緑に

囲まれた自然環境を保全するため，多様な動植物の生息環境に配慮したま

ちづくりを進めるとともに，身近な緑の創出に努めます。 

 市民及び首都圏住民の憩いの場として，水と緑の環境をいかした公園・緑

地の整備・充実に努めます。 

 災害に強いまちの実現をめざし消防・防災対策を推進します。 

 安心して住めるまちづくりのため，防犯・交通安全対策の推進に努めます。 

 安定的に飲料水を供給するため，上水道施設の整備を進めます。 

 快適な生活環境の確保と公共用水域の水質を保全するため，生活排水ベス

トプラン 12に基づき，公共下水道，農業集落排水施設の整備推進，及び合

併処理浄化槽の設置を促進します。 

 資源循環型社会の形成をめざし，ごみの減量化，再利用，再資源化を促進

するとともに，排出されたごみの適正処理を進めます。 

 住みやすく，質の高い住宅環境の確保に努めます。 

 

【施策の体系】 

（２）生活環境の整備 

―安全で潤いのあるまちづくりー 
  

環境に配慮したまちづくり 
  

       公園・緑地の整備 
   
       消防・防災対策 
   
       防犯・交通安全対策 
   
       上水道の整備 
   
       公共下水道・農業集落排水施設等の整備 
   
       ごみ処理対策 
   
       住宅環境対策 
   

【施策の方針】 

①環境に配慮したまちづくり 

新市は，鬼怒川や小貝川，牛久沼など水辺環境，台地部の里山などの水と緑に

囲まれた自然環境を有しています。 

都心から近く，水と緑の環境が残された地域であるという条件をいかし，生態

                                                  
12 生活排水ベストプラン：生活環境の改善や公共用水域の水質保全を図るため，下水道，農業集

落排水施設，合併処理浄化槽といった生活排水処理施設の整備・維持管理を最も効率的にすすめ

るためのマスタープラン。 
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系に配慮したまちづくりを進めます。 

特に，市民の憩いと交流の場，子どもたちの学習環境としての活用を図ります。

また，道路整備や河川改修，農業基盤整備などに当たってもこうした環境に配慮

した工法の導入を促進します。 

 

②公園・緑地の整備 

新市には，水辺環境をいかした公園や運動公園などがあります。こうした公園

等は，市民の交流や憩いの場，スポーツ・レクリエーションの場として活用され

ており，今後ともその充実を図ります。 

また，土地区画整理事業が進められているみらい平駅周辺については，身近な

都市公園の整備を進めます。 

 

③消防・防災対策 

市民の生命や財産を守り，安心して住める新市をつくるため，災害時の連絡網

となる防災行政無線の再整備などの予防体制の充実を図るとともに，災害時の対

応を図る防災拠点機能の強化に努めます。 

消防体制については，常備消防として常総地方広域市町村圏事務組合消防本部

の体制強化を促進するとともに，地域団体と連携して，地域の消防施設の充実を

図ります。また，消防団をはじめとした地域の防災組織の強化に努めます。 

さらに，救命効果向上のため，処置範囲を拡大するとともに，救急車到着前ま

での住民による応急手当が適切に実施されるよう普及啓発を図ります。 

 

④防犯・交通安全対策 

地域の安全の確保を図るため，交番の設置要望や防犯灯などの整備をするとと

もに，防犯意識の啓発，犯罪情報の提供などに努めながら，地域住民が参加した

防犯活動を推進します。 

また，道路整備などと連携しながら交通安全施設の整備を進めるとともに，子

どもから高齢者までの交通安全教育を推進します。 

 

⑤上水道の整備 

配水管など水道施設の整備を進めるとともに，経営の合理化に努めます。 

また，水道事業の経営の安定化を図ります。 

 

⑥公共下水道・農業集落排水施設等の整備 

公共用水域の水質保全と生活環境の向上を図るため，生活排水ベストプランに

基づき，地域特性を踏まえ，計画的かつ効率的に公共下水道及び農業集落排水施

設の整備を推進するとともに，合併処理浄化槽の設置促進などの生活排水対策を

進めます。特に，新市街地の形成に向けた浄化センターの機能強化に努めるとと

もに，処理計画区域の面整備を計画的に進めます。 
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⑦ごみ処理対策 

ごみ処理については，１町１村とも常総地方広域市町村圏事務組合による常総

環境センターで行っています。今後ともこの体制を継続し，適正なごみ処理を進

めます。 

また，ごみの排出量の増加に対応し，減量化が求められていることから，排出

量の抑制を進めるとともに，再利用，再資源化を図るための施設整備を促進しま

す。 

 

⑧住宅環境対策 

誰もが，緑豊かで魅力的な住環境の中で安心して快適に暮らすことができる住

環境の整備を進めます。 

 

【主な事業】 

施策名 主要事業の概要 

環境に配慮したまちづくり 
○ 水辺空間の整備・環境保全 

○ 平地林の保全活用 

公園・緑地の整備 ○ 城山運動公園周辺整備事業 

消防・防災対策 ○ 防災行政無線の再整備 

防犯・交通安全対策 

○ 地域の安全についての啓発 

○ 住民参加の防犯活動の促進 

○ 交通安全施設の整備 

上水道の整備 

○ 配水管整備事業 

○ 機械設備等の更新・整備 

○ 老朽管更新 

公共下水道・農業集落排水施
設等の整備 

○ 公共下水道の整備 

○ 農業集落排水施設の整備 

○ 合併処理浄化槽の設置促進 

ごみ処理対策 
○ ごみ処理施設の改修（広域） 

○ ごみ減量化・再資源化事業の推進 

住宅環境対策 ○ 地区計画等による良好な住環境の整備 
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（３）保健・医療・福祉の充実 
【基本方向】 

 高齢者の健康づくりや生きがい対策を推進するとともに，要介護状態にな

ることを予防する介護予防事業の推進を図ります。 

 障害があっても地域で暮らすことができる支援体制の整備に努めます。 

 新しいまちで安心して子育てができるような，保育や子育て相談，交流事

業など子育て支援体制の整備に努めます。 

 住民が地域福祉の担い手となる福祉風土の醸成と地域福祉活動への支援

を進めます。 

 医療や介護サービスを上手に利用し，安心して暮らせる社会保障制度の推

進に努めます。 

 すべての市民が，日常的に健康づくりに関心をもち活動するための健康診

査事業の充実や健康相談・指導の推進を図ります。 

 身近な地域で安心して医療が受けられるよう，医療機関相互の連携体制づ

くりの促進に努めます。 

 

【施策の体系】 

（３）保健・医療・福祉の充実 

―やすらぎのまちづくりー 
  

高齢者福祉 
  

       障害者福祉 
   
       子育て支援 
   
       地域福祉 
   
       社会保障 
   
       健康づくり 
   
       医療 
 

 

  
 

 

【施策の方針】 

①高齢者福祉 

高齢者が要介護状態になることを防止するため，介護予防事業を進めるととも

に，高齢者がその意欲や能力をいかし積極的に社会参加できるよう支援します。 

 

②障害者福祉 

障害のある市民も共に暮らせる社会の形成をめざし，地域社会の理解促進を図

るとともに，支援費制度を活用しながら，地域生活支援を進めます。 

さらに，地域生活が困難な障害者の生活の場として入所施設の確保を促進しま

す。 
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③子育て支援 

少子化傾向が顕著になるなかで，次世代の育成をめざし，地域全体で子育てを

支援する社会づくりが求められています。 

こうしたことから，保育施設や児童館など子育て支援施設の計画的整備に努め

るとともに，放課後児童クラブの拡充を図ります。 

 

④地域福祉 

福祉ニーズの多様化に対応するためには，迅速で柔軟なサービスが必要であり，

公的なサービスの充実を図るとともに，社会福祉協議会などを中心として，住民

の福祉意識の啓発に努めながら，ＮＰＯやボランティアなど住民による主体的な

福祉活動を支援します。 

 

⑤社会保障 

農業者や自営業者の重要な医療保障制度である国民健康保険事業については，

市民の健康づくりを推進し，医療費抑制に努めるとともに，保険料収納率の向上

や負担の適正化を図り，事業の健全な運営を進めます。 

介護保険制度については，要介護高齢者の生活の安定と家族介護者の介護負担

の軽減を図る上で重要な役割を果たしており，今後とも制度の健全な運営を図る

とともに，介護サービス基盤の整備を促進します。 

生活保護については，低所得者福祉の根幹となるものであり，制度の適正な運

用に努めるとともに，相談機能の強化等により対象者の自立を促進します。 

 
⑥健康づくり 

生涯を健康に過ごし，健康に老いることは市民の願いであり，各種健康診査事

業やがん検診，母子保健事業などを推進します。 

特に，「健康日本２１計画」13の策定を通じて，全年齢を通じた食生活改善や休

養，運動などの生活習慣病予防を進めます。 

 

⑦医療 

市民が迅速かつ的確な医療が受けられるよう，医療機関の誘致等に努めるとと

もに地域の医療機関や周辺地域の高度医療機関との連携強化を促進します。 

 

                                                  
13 健康日本２１計画：「２１世紀における国民健康づくり運動（健康日本２１）」（平成１２年３月策

定）に基づき，健康づくり運動を効果的に推進するため，各地域の実情に応じた健康づくりの推進に

関する地方計画のこと。がん，心臓病，糖尿病等の生活習慣病やその原因となる生活習慣の改善等に

関する課題を選定し，それらの課題について具体的な数値目標等を設定すること等により，関係機関

等をはじめとして，健康づくり運動を総合的かつ効果的に推進し，各層の自由な意思決定に基づく健

康づくりに関する意識の向上及び取り組みを促そうとするもの。 
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【主な事業】 

施策名 主要事業の概要 

高齢者福祉 
○ 介護予防・生きがい対策事業の推進 

○ サービス提供体制の強化 

障害者福祉 
○ 障害者施設の整備（広域） 

○ 地域生活支援体制の強化 

子育て支援 

○ 保育所の整備 

○ 児童館の整備 

○ 放課後児童クラブの充実 

地域福祉 
○ 地域福祉計画の作成 

○ 地域福祉活動の促進 

社会保障 

○ 国民健康保険事業 

○ 老人保健事業 

○ 介護保険事業 

○ 生活保護 

健康づくり 

○ 健康日本２１計画の策定 

○ 各種健（検）診事業の推進 

○ 健康づくり事業の推進 

医療 
○ 病院等の誘致 

○ 地域医療連携体制の強化 
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（４）教育・文化・スポーツ 
【基本方向】 

 子どもの健やかな成長を促すため幼稚園など就学前教育の環境整備を進

めます。 

 施設の安全性や地域均衡，児童・生徒数の見通しに配慮しながら，学校施

設の整備を進めます。 

 通学距離や地域性に配慮した通学区域を検討します。 

 地域の文化活動の交流を促進するとともに，互いの歴史や文化を学び合う

機会を提供するための施設確保に努めます。 

 住民の豊かな交流と健康づくりを促進するため，スポーツ・レクリエーシ

ョン拠点施設の確保に努めます。 

 地域の歴史や文化財をいかしたまちづくりの推進を図ります。 

 次代を担う青少年の能力と意欲をいかした活動を促進します。 

 

【施策の体系】 
（４）教育・文化・スポーツ 
―学び合いのまちづくり― 

  
就学前教育 

  
       義務教育 
   
       大学等高等教育 
   
       生涯学習 
   
       スポーツ・レクリエーション 
   
       文化振興 
   
       青少年の育成 
   

【施策の方針】 

①就学前教育 

就学前教育は，子どもたちの豊かな人間性や社会性を育む上で重要な役割を担

っています。特に，幼稚園は就学前教育の拠点であるとともに，地域での子育て

支援の拠点としても期待されています。 

幼稚園については，民間の誘致を勘案しつつ，老朽化に対応した施設整備を進

めます。 

 

②義務教育 

小・中学校における義務教育は，子どもたちが基礎的な学力を身につけ，生き

る力を育む場であります。すべての子どもたちが安全な環境の中で学習できるよ

う，施設の実情に対応しながら計画的な整備に努めます。 

また，新市街地の形成による児童・生徒数の推移や施設の有効活用に配慮しな

がら，新たな学校建設を進めます。 
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通学区域については，通学距離や施設配置，地域住民の意見等を勘案しながら

見直しを検討します。 

教育内容については，基礎学力を基本として，地域の環境や資源を活用した教

育，子どもの理解度に対応した教育を推進します。 

さらに，不登校への対応など様々な教育問題に対応するため，家庭と学校，地

域社会との連携を図りながら，教育相談等の充実を図ります。 

 

③大学等高等教育 

公共交通網の充実の効果などの条件をいかし，地域の魅力を高めるため，大学

や専門学校など新たな高等教育機関の設置を促進します。 

 

④生涯学習 

市民の間では，すでに様々な地域に根ざした学習活動の実績があります。合併

を機に今後こうした活動の交流を促進するとともに，交流・活動の拠点となる施

設の確保に努めます。 

さらに，地域の自然，歴史，文化的資源などを有効に活用した学習活動の活性

化を促進します。 

 

⑤スポーツ・レクリエーション 

健康意識の高まりや生きがいある生活への要求から，スポーツ・レクリエーシ

ョン需要が高まっています。 

新市には，スポーツ・レクリエーション拠点があり，これらを有効に活用する

とともに，施設の充実を図りながら，市民のスポーツ・レクリエーション活動を

促進します。 

 

⑥文化振興 

地域には，歴史的建造物や伝統的な民俗文化財，歴史資料などが残されていま

す。これらを新市の資源として，保全するとともに，地域の活性化のために有効

活用を図ります。 

 

⑦青少年の育成 

地域の若い世代が，地域の良さを見直しながら，文化・スポーツ・ボランティ

ア活動などに積極的に参加できるよう，活動機会の充実を促進するとともに，組

織の育成を通じて，自主的な活動への発展を支援します。 
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【主な事業】 

施策名 主要事業の概要 

就学前教育 ○ 幼稚園施設の整備 

義務教育 
○ 小・中学校施設の整備 

○ 学校給食センター整備 

大学等高等教育 ○ 大学等教育機関の誘致 

生涯学習 

○ 文化学習拠点施設等の整備 

○ 文化祭等の充実 

○ 学習・文化活動支援 

スポーツ・レクリエーション 

○ スポーツイベントの開催 

○ スポーツ施設の拡張・整備 

○ 総合型地域スポーツクラブの育成支援 

文化振興 

○ 指定文化財保存修理事業 

○ 歴史編纂事業 

○ 文化財，歴史資料の保存活用 

青少年の育成 ○ 青少年の活動支援 
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（５）産業・経済 
【基本方向】 

 農産物のブランド化や直販体制の強化とそれらを可能にする農業基盤の

整備を図ります。また，大消費地に近いという近郊整備地帯の特色をいか

し，気軽に農業体験などができる都市農村交流（グリーン・ツーリズム）

の推進を図ります。 

 工業振興や新産業分野の育成基盤となる道路整備や，研究開発機関をいか

した技術交流を進めます。 

 メディアパークとしての情報都市イメージの形成に努めるとともに，情報

関連産業をはじめとした企業誘致を進めます。 

 消費者ニーズが対応できる魅力ある商業環境づくりや，商業施設の立地誘

導を図ります。 

 歴史・文化資源を有効に活用した観光スポットのネットワーク化を図りま

す。また，フィルムコミッション（ＦＣ）の活動を活用するなど観光ＰＲ

を進めます。 

 

【施策の体系】 

（５）産業・経済 

―活力ある産業を育てるまちづくりー 
  

農業 
  

       工業 
   
       情報・メディア産業 
   
       商業 
   
       観光 
   

 

 

【施策の方針】 

①農 業 

田園地帯における基幹産業である米を中心とした農業については，生産性の向

上や経営体の育成，組織化を図るとともに，農地の荒廃を防止し農地の流動化を

促進するための基盤整備を進めます。 

また，大消費地に近いという条件をいかし，園芸作物の振興を図るとともに，

都市農村交流（グリーン・ツーリズム）を通じて消費の拡大を促進します。 

 

②工 業 

工業については，新市北部の工業地域の物流基盤を強化する幹線道路等の整備

や，つくばエクスプレス等公共交通機能をいかすとともに，隣接するつくばの研

究機関との連携を図り，工業の振興，企業立地を促進します。 
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③情報・メディア産業 

県等関係機関との連携や幹線道路の整備を図りながら，メディアパークシティ

の実現を図り，情報関連産業や映像メディア産業などの誘致を進めます。 

 

④商 業  

既存商業環境を改善･充実するため関係機関と連携して進めていきます。また，

伊奈･谷和原丘陵部開発に伴う商業施設の立地誘導を計画的に促進し，魅力ある

商業地の形成に努めます。 

 

⑤観 光 

地域の歴史や文化をいかした観光事業を推進するとともに，フィルムコミッシ

ョン（ＦＣ）と連携した観光ＰＲ，観光資源のネットワーク化を進めます。 

 
【主な事業】 

施策名 主要事業の概要 

農業 

○ 水田農業構造改革対策 

○ 農道整備事業 

○ 谷原西部農業ふれあい公園整備 

○ 農業経営体活性化事業 

○ 都市農村交流（グリーン・ツーリズム）事業 

○ はつらつ高齢者農村資源利用促進事業 

工業 ○ 工業基盤の整備促進 

情報・メディア産業 ○ 情報メディア産業の誘致 

商業 ○ 商業施設の立地誘導 

観光 

○ 観光イベントの推進 

○ フィルムコミッション（ＦＣ） 

○ 観光資源のネットワーク化及びＰＲ 

 

【県事業】 

施策名 主要事業の概要 

農業 

○ 県営土地改良総合整備事業（伊奈地区） 

○ 県営ほ場整備事業（谷原西部地区） 

○ 県営地盤沈下対策事業（福岡堰 3 期地区，小貝東部地

区） 

○ 県営湛水防除事業（久賀地区） 

情報・メディア産業 ○ メディアパークシティ整備事業 
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（６）コミュニティ・住民自治 
【基本方向】 

 行政と住民が協働したまちづくりを進めるため，協働事業に関するルール

づくりを進めます。 

 ＮＰＯなど住民の意欲と活力をいかした自主活動を支援します。 

 男女がともに尊重しあい，男女共同による社会づくりができるような体制

の整備を推進します。 

 都心の住民や地域の住民との交流の促進による相互援助体制の強化を図

ります。 

 住民の国際性を育むための国際交流を推進します。 

 

【施策の体系】 

（６）コミュニティ・住民自治 

―住民が主役のまちづくりー 
  

住民活動への支援 
  

       広報・広聴 
   
       男女共同参画の推進 
   
       地域交流・国際交流 
   

【施策の方針】 

①住民活動への支援 

市民ニーズの多様化に対応し，地域住民の自主的・主体的な活動を促進する

ため，市民のまちづくり参加のルールづくりや参加意識の啓発を進めるととも

に，市民参画の機会の拡充を図ります。 

また，自治会や行政区などの地域組織の活動を促進するとともに，ＮＰＯな

ど市民の自主的な活動組織の育成を図ります。 

 

②広報・広聴 

行政の説明責任を果たすとともに，まちづくりへの市民参加を促進するため，

広報紙の紙面やホームページの内容の充実などを通じて市民への情報提供を図

ります。 

また，市民と連携・協働したまちづくりの基本として，市民の意見を取り入

れるための懇談会等の機会を確保するとともに，インターネットなどを活用し

た広聴体制の充実を図ります。 

 

③男女共同参画の推進 

男女が社会の対等な一員として，さまざまな分野に参画し，共にそのもてる

能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の形成をめざします。 

そのため，啓発事業を進めるとともに，まちづくりへの参画機会の確保，女

性団体交流や育成，各種相談事業などを進めます。 
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④地域交流・国際交流 

住民間の相互理解を図るための交流活動を促進します。また，地域資源をい

かした地域間交流を進め，地域の活性化を図るとともに，国際交流を通じて，

市民の国際理解の促進に努めます。 

 

【主な事業】 

施策名 主要事業の概要 

住民活動への支援 
○ 公共施設里親制度 

○ 市民協働型まちづくり条例等制定 

広報・広聴 

○ 広報紙等の充実 

○ 広聴体制の充実 

○ 住民懇談会の開催 

男女共同参画の推進 ○ 男女共同参画計画の策定 

地域交流・国際交流 
○ 国際交流事業 

○ 地域間交流事業の推進 
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（７）行財政運営 
【基本方向】 

 成果重視の行財政運営の定着化を図るため，行政評価制度の確立に努めま

す。 

 定員管理計画に基づく職員の適正配置，職員給与の適正化及び行政組織の

適正化を図るとともに，専門職員の確保・育成や組織体制にふさわしい人

材の育成，職員資質の向上に努めます。 

 行政サービスの電子化と住民生活の利便性向上を図るため，電子自治体の

構築を図ります。 

 周辺市町村と連携して共通する課題に対応するため，広域行政の推進を図

ります。 

 

【施策の体系】 
（７）行財政運営 

―成果重視の行財政運営― 
  

行財政運営 
  

       広域行政 
   

 

【施策の方針】 

①行財政運営 

市民ニーズに対応しながら効率的で効果のある行政サービスを提供するため

の行財政改革を進めます。 

特に，新市にふさわしい行政評価制度を導入し，効果のある施策・事業を選

択するとともに，評価結果について市民への公開を進めます。 

また，新市にふさわしい行政組織機構を整備するとともに，高度化した行政

ニーズに対応するための専門的人材の育成，市民サービスの視点に立った職員

の資質向上を図ります。 

さらに，行政サービスの効率化と市民生活の向上を図るため，行政サービス

の電子化や多様な情報提供体制の構築などを中心とした電子自治体の構築に努

めます。 

 

②広域行政 

ごみ処理や消防，下水道，し尿処理などの広域行政については，常総地方広

域市町村圏事務組合や取手地方広域下水道組合などを構成する自治体との連携

を強化します。また，幹線道路の整備など共通する課題に対応するため，周辺

自治体との協力関係を強化します。 
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【主な事業】 

施策名 主要事業の概要 

行財政運営 

○ 行財政改革の推進 

○ 行政評価制度の導入 

○ 公共施設の有効活用 

○ 電子自治体の構築 

○ 情報管理提供システムの統合 

○ 職員研修の充実 

広域行政 

○ 障害者施設の整備（再掲） 

○ ごみ処理施設の改修（再掲） 

○ 消防出張所の整備 
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第 7 章 公共的施設の統合・整備 
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【基本的な考え方】 
 公共的な施設の配置に当たっては，住民ニーズと運営の効率化を勘案しつつ，

急激な変化を及ぼさないよう配慮します。 

 地域バランスや施設の役割分担，財政状況等を考慮した公共施設の整備に努

めます。 

 合併効果が最大限に発揮できるよう配慮し，既存の公共的施設の改修・更新

を図ります。 

 行政改革や市民協働型まちづくりの推進により，住民満足度の向上をめざし

た，既存施設の有効活用と効率的な運営管理に努めます。 

 

【基本方向】 

（１）新規施設の整備 

新しい施設の整備に際しては，住民ニーズの把握，将来展望，機能分担，地域

バランス，将来の財政負担等を検討した上での整備を図ります。 

また，施設整備後の運営や維持管理の体制，費用，活用方法などを検討し，具

体的な整備を図ります。 

 
（２）既存施設の再整備と有効活用 

既存の公共施設については，相互の役割分担，統合及び複合化の可能性の検討，

効率的な運営方式を検討します。 

特に，運営の充実と効率化を図るため，指定管理者制度 14の導入など民間によ

る運営委託を検討します。 

合併後の庁舎については，配置される機能や効率的行政運営を図るため，可能

な限り既存施設を有効に活用しながら住民サービスの提供に努めます。 

ただし，既存施設の老朽化に伴い，安全性や維持管理及び住民サービスや事務

の効率性が欠ける場合，改修や新庁舎建設を検討します。 

また，地域住民の身近な行政サービス窓口として電子システムなどの機能の整

備･充実を図り，行政サービス提供体制の強化をめざします。 

                                                  
14 指定管理者制度：「公の施設」の管理・運営に関して，従来の公共的団体等への「管理委託制

度」に代わり，議会の議決を経て指定される「指定管理者」に管理を委任する制度。指定管理者

の範囲には，特に制約を設けず民間事業者も含まれる。 
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第 8 章 財政計画
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【基本的考え方】 

 新市の財政計画は，合併の年度及びそれに続く 15 か年度について普通会計

ベースで作成しています。(平成 23 年度までは決算額，平成 24 年度は決算

見込額，平成 25年度以降は推計額。) 

 現在，国において地方交付税制度の見直し，補助金制度の見直し，地方への

税財源移譲が進められていますが，財政推計に当たっては，現行制度を基本

としながら合併に伴う変動要因を踏まえています。 

 歳入・歳出それぞれの項目ごとに，過去の実績，経済情勢等を勘案しながら，

サービス水準の維持・向上等を図り，合併特例債や合併特例交付金などの

国・県の財政支援措置等を有効に活用し，併せて人件費，物件費等の経常経

費の削減に努めます。 

 

【歳入の考え方】 

 

（１）地方税 

地方税については，現行の税制度を基本として，地方税制改正（案）や今後の

経済状況，人口推計，伊奈･谷和原丘陵部開発等を踏まえ推計しています。 

固定資産税については評価替えを見込んで推計しています。 

さらに，平成 23年度から都市計画税導入を見込んで推計しています。 

 

（２）地方譲与税等 

地方譲与税，地方消費税交付金，利子割交付金，ゴルフ場利用税交付金，自動

車取得税交付金，地方特例交付金，交通安全対策特別交付金については，過去の

実績等に基づき推計しています。 

 平成 16 年度に創設された，配当割交付金，株式等譲渡所得割交付金について

は，実績等に基づき交付率の改定を見込んで推計しています。 

 （３）地方交付税 

現行の交付税制度を基本に，普通交付税算定の特例（合併算定替）により算定

し，合併に係る財政支援措置や合併特例債の元利償還金に対する交付税措置を見

込んで推計しています。 

特別交付税については，過去の実績等や，合併市町村に対する包括的な措置を

見込んで推計しています。 
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（４）国庫支出金・県支出金 

一般行政経費分は，過去の実績及び老年人口の推移等を考慮するとともに生活

保護費分を見込んで推計しています。 

さらに，合併に伴う財政支援を見込んで推計しています。 

 

（５）繰入金 

新市建設計画に計上した事業のための基金の繰入れを見込んで推計していま

す。 

 

（６）地方債 

新市建設計画事業の財源として合併特例債及び通常債をはじめ，減税補てん債

や臨時財政対策債の借入れについて見込んで推計しています。 

 

（７）その他 

分担金及び負担金，使用料及び手数料，財産収入，諸収入，寄附金等について

は，過去の実績等に基づき推計しています。 
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【歳出の考え方】 

（１）人件費 

一般職については，前年度の退職者に対する新規採用者の補充を抑制すること

により，段階的に経費の削減を見込んで推計しています。 

また，合併による特別職，議会議員等の定数の減による影響を見込んで推計し

ています。 

 

（２）扶助費 

扶助費については，過去の実績や少子高齢化の影響を勘案しつつ，高齢者人口

の増加等を見込んで推計しています。 

また，生活保護に係る経費も見込んで推計しています。 

 

（３）公債費 

公債費については，合併以前の地方債に係る償還予定額に，合併特例債など新

たな地方債に係る償還見込み額を見込んで推計しています。 

 

（４）物件費 

過去の実績や新規施設の開設に伴う管理費用等を考慮するとともに，合併直後

の臨時的経費や合併による事務経費の削減効果を見込んで推計しています。 

 

（５）維持補修費 

過去の実績等により推計しています。 

 

（６）補助費等 

過去の実績や一部事務組合等の事業計画を勘案しつつ，合併に伴う経費削減を

見込んで推計しています。 

 

（７）繰出金 

繰出金については，過去の実績や収支見通しを踏まえ，合併後の事業の見通し

等を見込んで推計しています。 

 

（８）積立金 

住民サービスの継続的な推進を図るため，必要な基金の積立を見込んで推計し

ています。 

 

（９）投資・出資・貸付金 

過去の実績を基本として，合併後の事業等を見込んで推計しています。 

 

（10）普通建設事業費 

新市建設計画事業費のほか，計画事業以外の経常的な普通建設事業費を見込ん

で推計しています。 
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